	障害福祉サービス事業者等

指定申請の手引き


Ⅰ．指定事業者
    指定障害福祉サービス事業等を行おうとする者は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（以下、「障害者総合支援法」という）の規定によりサービスの種類及びサービスを行う事業所ごとに県知事の指定を受ける必要があります。
　　事業者は以下のように分類され、それぞれ指定等の要件が規定されています。

· 基本的な考え方

1 障がい種別に関わらず共通の基準
2 主たる対象者（障がい種別）を特定することは可能。
③ 重度障がいという理由でサービス提供を拒否することの禁止。

	〈指定の対象〉

 ○ 障害福祉サービス事業 〔障害者総合支援法第３６条関係〕
・居宅介護（ホームヘルプ）
・重度訪問介護

・同行援護
・行動援護
　　・療養介護
　　・生活介護
・短期入所（ショートステイ）
　　・重度障害者等包括支援
　　・自立訓練（機能訓練）　　

・自立訓練（生活訓練）

　　・就労移行支援

・就労継続支援（A型）

・就労継続支援（B型）
・就労定着支援
    ・共同生活援助（グループホーム）
　　・自立生活援助             
 ○ 障害者支援施設 〔障害者総合支援法第３８条関係〕　

　　・施設入所支援
　　・生活介護

　　・自立訓練（機能訓練）（生活訓練）
　　・就労移行支援
※ただし、旧法の指定施設が新体系に移行する場合は就労継続支援を指定すること　　　　　　も可能。


　 
○ 一般相談支援事業〔障害者総合支援法第５１条の１９関係〕
　　　・地域移行支援
　　　・地域定着支援

　　※特定相談支援事業については市町村が指定します。
Ⅱ．指定の要件
１．指定障害福祉サービス事業者　　
    指定事業者になるためには、次の要件をすべて満たしている必要があります。
1 申請者が法人格を有していること（療養介護を除く）

2 事業所の従業者の知識及び技術並びに人員が条例で定める基準を満たしていること
3 条例で定める基準に従って適正な事業の運営ができること　　
4 その他障害者総合支援法第３６条第３項第４号から第１３号に掲げる欠格事項に該当しないこと
  〈条例で定める基準〉
      ・島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年１２月２１日島根県条例第７５号）
　〈指定障害福祉サービス事業者の指定基準に係る解釈通知〉
      ・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準について（平成１８年１２月６日障発第１２０６００１号）
２．指定障害者支援施設
    指定施設になるためには、次の要件をすべて満たしている必要があります。
1 申請者が地方公共団体又は社会福祉法人であること

2 指定障害者支援施設の設備及び運営基準に従って適正な施設の運営ができること

3 その他障害者総合支援法第３８条第３項で規定する欠格事項に該当しないこと。

  〈条例で定める基準〉
    　・島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援施設の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年１２月２１日島根県条例第７６号）
  〈指定障害者支援施設の指定基準に係る解釈通知〉
      ・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害者支援施設等の人員、設備及び運営に関する基準について（平成１９年１月２６日障発第０１２６００１号）
３．指定一般相談支援事業者

指定事業者になるためには、次の要件をすべて満たしている必要があります。
1 申請者が法人格を有していること
2 その他障害者総合支援法第５１条の１９第２項で規定する欠格事項に該当しないこと。
  〈指定一般相談支援の指定基準〉
    　・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援の事業の人員及び運営に関する基準（平成２４年３月１３日厚生労働省令第２７号）
  〈指定一般相談支援の指定基準に係る解釈通知〉
      ・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定地域相談支援の事業の人員及び運営に関する基準について（平成２４年３月３０日障発０３３０第２１号）

Ⅲ．指定申請及び届出等の手続き
　　障害福祉サービス事業者等の指定等に関する手続き等については島根県規則で定めています。
  〈指定等に関する規則〉
　　　・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービス事業者等の指定等に関する規則　（平成１８年９月２９日島根県規則第８８号）
１．指定申請の手続き
　（１）指定申請事務の流れ
        ① 事業者等の指定を受けようとする者は、県に指定申請書を提出し、あらかじめ県知事の指定を受ける必要があります。
        ② 指定申請事務の流れについては、別紙１をご覧ください。
　（２）指定申請に必要な書類　　　
        ① 事業者等の指定申請書は、サービスの種類及びサービスを行う事業所ごとに提出する必要があります。
　　　　② 申請に必要な書類については、別紙２をご覧ください。
　（３）公設民営事業所の取扱い
　　　　　公設民営の事業所又は施設の指定申請者は、実際にその者の責任により事業を行　　　　　　

　　　　っている者であり、具体的には、利用者との契約を行い、利用者負担額の受領や給　

　　　　付費の請求を行う者です。
２．指定の更新
    都道府県知事による障害福祉サービス事業者等の指定については有効期間が定められて　　

　おり、その期間は原則６年間とされています。（指定期間は指定通知に記載します。）
　　このため、指定障害福祉サービス事業者等は、６年ごとに指定の更新の手続をしなけれ　　

　ば、指定の効力を失うこととなります。
　　指定の更新に当たっては、指定申請手続に準じて行ってください
３．指定の変更
　生活介護、就労継続支援Ａ型、就労継続支援Ｂ型及び障害者支援施設の定員を増加する場合は、指定の変更を申請する必要があります。
変更指定日（予定）の１月前までに、申請書類をご持参又は郵送等により提出してください。
　　　　　
４．介護給付費等の算定に係る体制等に関する届出の手続き
指定に際しては、報酬単価・加算等に関連し、市町村へ周知する必要がありますので、指定申請書と合わせて介護給付費等算定に係る体制等に関する届出書（様式第５号その１・その２、別添１－１）を、算定する月の前月の１５日までに提出してください。
（例）４月サービス提供分⇒３月１５日までに提出

　
５．指定事項の変更に伴う届出の手続き
（１）届出の概要
指定障害福祉サービス事業者又は指定一般相談支援事業者は、当該事業所の名称、所在地及びその他厚生労働省令で定める事項に変更があったときは、その旨を１０日以内に知事に対して届け出なければならないとされています。
また、指定障害者支援施設設置者は、設置者の住所及びその他厚生労働省令で定める事項に変更があったときは、１０日以内に知事に届け出なければならないとされています。
（２）届出に必要な事項
届出に必要な事項は、サービスの種類によって違いますが、共通して言えることは、指定申請の際に指定申請書及び各種付表に記載した事項について変更があった場合に届出が必要となります。
＜変更届出が必要な場合（主なもの）＞
1 事業所・施設の名称及び所在地が変更になった場合
2 申請者の名称、主たる事務所の所在地、代表者の氏名等が変更になった場合
3 申請者の定款、寄付行為、条例等が変更になった場合
4 建物の構造、事業所の平面図、設備の概要が変更になった場合
5 管理者、サービス提供責任者及び相談支援専門員の氏名、経歴及び住所が変更に

　　　　なった場合
6 運営規程等が変更になった場合
7 主たる対象者が変更になった場合　等
（3）届出に必要な書類及び受付場所
県規則に定める「変更届出書」に必要事項を記入し、変更事項に関して、別紙２に掲げる書類を添付の上、別紙１に掲げる受付場所に提出してください。
６．その他の届出の手続き
　（１）廃止・休止・再開をする場合（指定障害福祉サービス事業者・指定一般相談支援事業所）
指定障害福祉サービス事業者又は指定一般相談支援事業者は、当該指定にかかるサービスの事業を廃止又は休止する時は、１月前までに、休止していた事業を再開した時は１０日以内に知事に対して届け出なければならないとされています。
県規則に定める「廃止・休止・再開届出書」に必要事項を記入の上、別紙１に掲げる受付場所に提出してください。
　（２）指定を辞退する場合（指定障害者支援施設）
障害者支援施設設置者がその指定を辞退する場合は、３カ月以上の予告期間を設けて、その指定を辞退することができるとされています。
指定を辞退しようとする設置者は、辞退の日の３カ月前までに県規則に定める「指定　

　　　辞退届出書」に必要事項を記入の上、別紙１に掲げる受付場所に提出してください。

７．指定の取消し  
    　都道府県知事は、指定障害福祉サービス事業者、指定一般相談支援事業者又は指定障害者支援施設が各法に規定する事項に該当する場合は、指定の取消しを行うことができるとされています。
８．公示
    都道府県知事は、次に掲げる場合には公示をしなければならないことになっています。　　

1 指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設設置者又は指定一般相談支援事業者の指定をしたとき
2 指定障害福祉サービス事業者又は指定一般相談支援事業者から廃止の届出があったとき

3 指定障害者支援施設設置者から指定辞退の届出があったとき

4 指定障害福祉サービス事業者、指定障害者支援施設設置者又は指定一般相談支援事業者の指定を取り消したとき　　　　　　　　　　　　　
Ⅳ．基準該当障害福祉サービス事業
１．基準該当とは
　　指定障害福祉サービス事業者としての指定を受けるべき要件のうち、人員要件等一部を満たしていない居宅介護、重度訪問介護、同行援護、行動援護、生活介護、自立訓練、就労継続支援（B型）を「基準該当障害福祉サービス」とし、特例介護給付費又は特例訓練等給付費の対象とすることができることとされています。
  〈条例で定める基準〉
    ・島根県障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２４年１２月２１日島根県条例第７５号）
　〈指定障害福祉サービス事業者の指定基準に係る解釈通知〉
    ・障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準について（平成１８年１２月６日障発第１２０６００１号）
２．基準該当障害福祉サービスの登録
    基準該当障害福祉サービスについては、各市町村が給付費支給の対象にするかどうかを決定します。
事業者としての基準を満たす事業者のうち、当該市町村において繰り返しサービスを提供されることが想定される事業者については、市町村の判断により、あらかじめ登録を行っておくものとされています。
Ⅴ　共生型障害福祉サービスに関する基準
１．共生型サービスとは
「共生型サービス」とは、介護保険又は障害福祉のいずれかの福祉制度の指定を受けた事業所がもう一方の福祉制度における指定を受けやすくする制度です。
これは、地域共生社会の実現に向けた取組の推進の一環として、障がい者が65 歳以上になっても、使い慣れた事業所においてサービスを利用しやすくし、地域の実情に合わせて、限られた福祉人材の有効活用をする観点から、高齢者と障がい児者が同一の事業所を利用できるようにする制度として、介護保険、障害福祉それぞれの福祉制度に位置付けられました。
２．共生型障害福祉サービスの新規指定申請
介護保険サービスの指定を受けている事業所が共生型サービスとして障害福祉サービス等の指定を受ける場合には、障害者総合支援法により人員及び設備要件の一部について緩和を受けることができます。
これにより、介護保険サービスの人員基準及び設備基準を満たしていれば障害福祉サービスの指定を受けることができます。申請方法については、通常の障害福祉サービスと同様となります。

